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１ 目標とする経営指標                                                （単位：百万円） 

  年 度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

当期純利益(決算額) ▲87 38 379 47 1,841 205 207 293 313 

繰越金残高：a 8,186 8,385 11,783 11,977 15,387 15,486 15,152 14,159 13,479 

裁判所提出計画：ｂ 9,681 11,730 12,064 11,645 11,832 14,528 14,071 13,930 13,893 

繰越金の乖離幅：a-b ▲1,495 ▲3,345 ▲281 332 3,555 958 1,081 229 ▲414 

 

２ 事業別の取り組み方針 

 （１）分譲事業 

   ①完成宅地については、当面、各年度合計 45 区画（千葉ＮＴ15、池花 10、茂原 20） 

の処分を見込み（※平成 22 年度実績は計 40 区画）、千葉ＮＴは平成 27 年度、池 

花は 28 年度、茂原については平成 34 年度までにそれぞれ処分を完了する。 

   ②流山木地区については、現地販売事務所の設置により、戸建地区の販売促進を図り、 

       平成 28 年度の処分完了を目指す。 

（２）賃貸管理事業 

   ①公社賃貸住宅については、住戸内設備の充実により、平均入居率 93%を維持する 

（※平成 22 年度実績＝91.2%）ことで黒字を確保する。 

   ②借上特優賃住宅 

             フラット化の拡充と営業努力（ＰＲ強化、不動産業者への協力要請等）により 

                       借り上げ期間の終了に伴う改善効果と併せて赤字の縮減を図る。 

 

３ 人事施策等 

  ・給与制度等の見直し→現行水準（※削減後）を基本とした給料表と評価制度の導入 

・退職者不補充→平成 23 年度から平成 30 年度にかけて計 20 名程度の削減 

 

 公社は現在、特定調停の申し立てに際して裁判所に提出した計画（以下「裁判所提出計画」

という。）に基づいて債務を弁済しながら再建を目指しているところですが、借上特優賃住宅

事業の赤字拡大や完成宅地等の処分の遅れなどの影響により、弁済原資となる繰越金残高は、

平成２２年度末時点での比較では、裁判所提出計画を１，４９５百万円下回っています。 
 公社では、裁判所提出計画との乖離を解消していくためには、近年の経営状況を的確に反

映した経営指標が必要であることから、外部の専門機関にも協力を求め、事業内容が概ね整

理される平成３０年度までの期間に係る中期経営改善計画を策定したところです。 
今後は、これを指標として事業の進捗状況を検証しながら、より一層の経営改善に取り組

むこととしています。 
 








